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改正法 ······················ 所得税法等の一部を改正する法律（平成26年法律第10号） 

改正法令 ···················· 法人税法施行令の一部を改正する政令（平成26年政令第138号） 

改正法規 ···················· 法人税法施行規則の一部を改正する省令（平成26年財務省令第21号） 

改正措令 ···················· 租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令（平成26年政令第145号） 

改正措規 ···················· 租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（平成26年財務省令第28号） 

改正震災特例法令 ············ 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令の一部を

改正する政令（平成26年政令第149号） 

改正震災特例法規 ············ 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則の一部

を改正する省令（平成26年財務省令第31号） 

改正復興特別法人税令 ········ 復興特別法人税に関する政令の一部を改正する政令（平成26年政令第151号） 

改正復興特別所得税令 ········ 復興特別所得税に関する政令の一部を改正する政令（平成26年政令第150号） 

法 ························· 改正法による改正後の法人税法 

法令························ 改正法令による改正後の法人税法施行令 

法規························ 改正法規による改正後の法人税法施行規則 

措法························ 改正法による改正後の租税特別措置法 

措令························ 改正措令による改正後の租税特別措置法施行令 

措規························ 改正措規による改正後の租税特別措置法施行規則 

震災特例法 ·················· 改正法による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律 

震災特例法令 ················ 改正震災特例法令による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律施行令 

震災特例法規 ················ 改正震災特例法規による改正後の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律施行規則 

復興財源確保法 ·············· 改正法による改正後の東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法 

復興特別法人税令 ············ 改正復興特別法人税令による改正後の復興特別法人税に関する政令 

復興特別所得税令 ············ 改正復興特別所得税令による改正後の復興特別所得税に関する政令 

旧法························ 改正法による改正前の法人税法 

旧措法 ······················ 改正法による改正前の租税特別措置法 

旧措令 ······················ 改正措令による改正前の租税特別措置法施行令 

旧措規 ······················ 改正措規による改正前の租税特別措置法施行規則 

耐用年数省令 ················ 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号） 

旧震災特例法 ················ 改正法による改正前の東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律 

旧復興財源確保法 ············ 改正法による改正前の東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法 

地方法人税法 ················ 地方法人税法（平成26年法律第11号） 

地方法人税法令 ·············· 地方法人税法施行令（平成26年政令第139号） 

地方法人税法規 ·············· 地方法人税法施行規則（平成26年財務省令第22号） 

強化法施行期日令 ············ 産業競争力強化法の施行期日を定める政令（平成26年政令第12号） 

経産省強化法規則 ············ 経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成26年経済産業省令第１号） 

強化法規則 ·················· 産業競争力強化法施行規則（平成26年内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、農林水

産省、経済産業省、国土交通省、環境省令第１号） 

国家戦略特区法 ·············· 国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号） 

国家戦略特区法規則 ·········· 国家戦略特別区域法施行規則（平成26年内閣府令第20号） 

国家戦略特区法施行期日令 ···· 国家戦略特別区域法の一部の施行期日を定める政令（平成26年政令第98号） 

耐震改修促進法 ·············· 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号） 

港湾法一部改正法 ············ 港湾法の一部を改正する法律（平成25年法律第31号） 

農業経営基盤強化 

促進法等一部改正法 ·········· 農業の構造改革を推進するための農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法

律（平成25年法律第102号） 

 

（注）この説明書は、平成26年３月31日現在の法令に基づいて作成しています。  
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[この説明書の構成について] 

１ この説明書では、平成26年度税制改正のうち法人税関係法令の概要について、平成26年３月31日に公布さ

れた「所得税法等の一部を改正する法律」の内容を中心に説明しています。 

２ このうち「第１編 租税特別措置法等に関する改正」では、法人税法や租税特別措置法など震災特例法以

外の改正事項について、法人税を計算する際の項目ごとに分類し、主要な改正項目とそれ以外の改正項目と

に区分して説明しています。また、「Ⅵ その他の改正」において、創設された地方法人税の概要や復興特

別法人税の改正についても説明しています。 

「第２編 震災特例法に関する改正」では、震災特例法に関する改正事項について説明しています。 

３ それぞれの主要な改正項目の説明に当たっては、措置された制度の概要について極力イメージ図や算式等

を交えています。また、〔適用時期〕において、措置の適用関係について説明しています。 

４ 主要な改正項目以外の改正項目については、表形式により改正のポイントを説明しています。 


